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繊 斉論叢(京 都大学)X159巻 第5・6号,.1997年5・6月

日韓 接.続産 業 連 関 分 析
一 日韓不等労働量交換の測定一

中 島 章 子

1問 題

これは日本と韓国の各産業分野における労働量交換をクロスセクションなら

び に時 系 列 で 比 較 した もので あ る。1975年 と1985の 日韓接 続 産 業 連 関表 を用

いて日本と韓国の産業別総投下労働量を同時に決定測定 した。

拙著 〔6〕 と 〔10〕では以下の結論が導かれている。

ω 総投下労働量と労働の付加価値生産性の問には高い相関関係があり,総

投下労働量を引き ト'げたければ,労 働の付加価値生産性を引き上げれば良

い。

(h)不 等価交換の意味で搾取されている状態からは労働の付加価値生産性を

引き上げるこ.とで脱却出きる。

(iii)労働の付加価値生産性の逆数は総投下労働量に比例する。

拙稿が発表されて以来,以 上の結論が国際間にも成立するのか否かが問われ

てきた。

よって

ω 一ヶ国の産業間で定義された不等価交換の意味での搾取の概念が国際間

でも定義出来ることを明らかにする。

〔ii)一ヶ国内で示された労働の付加価値生産性 と総投 ド労働量の関係が国際

間で も成立することを示す。

以上が 日本一国の産業間のみならず 日本 と韓国の国際間でも成立することを示
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す の が 本 稿 の 目 的 で あ る 。

二ヶ国の総投下労働量を同時に決定するために輸入投入物に含まれる労働を

自国の労働に置 き換えるためのモデルが構築された。 このモデルはそれ自体を

輸入投入物の推計のモデルとして利用活用することが可能である。

IIデ ー タ 処 理

デ ー タ は ア ジ ア経 済 研 究 所 刊 の1975年 と1985年 の 接 続 産 業 連 関 表 で あ る 。

1975年 は.172部 門表(二 国 で528行363列),1985年 は274部 門 表(二 国 で835行

579列)で あ る。 これ を磁 気 テ ー プで 購 入 し,.京 大 大 型計 算 機 セ ン ター でFor-

tranで25部 門 に統 合 した 。接 続 産 業 連 関 表 の 体 系,及 び プ ロ グ ラ ム は 『調 査

と研 究』 に掲 載 予 定 で あ る。25部 門表(付 加 価 値 項 目,最 終 需 要 項 目を付 け て,

二 国 で53行52列 表)は 以 下Basicで 計 算 した。

IIIモ デ ル

3-1,推 計1

まず 総投 下労 働 量 の定 義 は,',を'財 物 的 一単 位 あ た りの総 投 下 労 働 量 と し

て

t,=Eauti+"(1)
`

但 し 砺 は(物 的)投 入係 数'バ よ(物 的).労 働 投 入係 数 で あ る。 こ れ を ベ ク

トル表 示 す れ ば,

2「=財 十ム(.2)

ここでAは 転 置 してい ない 通 常 の投 入 産 出 係 数 マ トリ ックス で あ る 。故 に 乳

五 井 に横 ベ ク トル で,Tベ ク トル は正 方 行 列 且 の 左 か ら4に 乗 じ られ る。

実 際 の 産 業 連 関 表 は価 格 で 表示 され てい るか ら,

缶一写砺絵 ・妾(・ 〉
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ここで嶋 ・投入瓢 静 労働投入係数・あ・・価格表示・あることを

示 ず た め に*を 付 け る と,

τ■串=エ'"A*十L*(4)

と な る 。

二 国 の 総 投 下 労 働 量 を 測 定 す る モ デ ル は 以 下 の 通 りで あ る 。

7■*=『*ノ4変 一畳一ノレf*('だ ∫'一ト'羨*∬り 十 五*(5)

礎 を 日本 の 輸 入 則.一.貨 幣 単 位 に 含 ま れ る 総 投 下 労 働 量,即 ち 日 本 の 同 額 の 輸

出 財 に 平 均 的 に 含 ま れ る 日本 の 総 投 下 労 働 量 と す る と1}

'結=T*・Eノ*「...(6)

嬬*を 韓 国 の 輸 入 財 一 貨 幣 単 位 に 含 ま れ る 総 投 下 労 働 量 即 ち 韓 国 の 同 額 の 輸

出 財 に 平 均 的 に含 ま れ る 韓 国 の 総 投 下 労 働 量 とす る と

'臨幸=7「*,Ex*F(7)

但 し

∬'の 要 素 は16=1(fori=jか っ1≦ ご≦25)

葛=0(for1=pか っ26≦`≦50ま た はfori≠ ∫)

即 ち

10一 一・一一一一一・… 一〇

〇 幽1、ヒ、L、Fココし モ コ　　

1」 ド ＼1・
.＼ 』、i..(8)

1＼O 、0

　 しり 　コ

0一・一… 一一....一一〇 〇

Pの 要 素 は 靖=1(for1=jか っ.26≦ 彪50)

∬5=0(forゴ 篇 ノ か っ1≦ ゴ≦25ま た はfori≒ ・ノ)

1}君 鉢,E堺 は そ れ ぞ れ 日本,韓 国 の 貨幣 表 示 の輸 出構 成 比ベ ク トルで,E酬,石 彫γ は それ を転

置 した縦 ベ ク トルで あ る。

E"=(ε1*,直1*,一 ・.e{`s,u.0.… …,0》

8匿堵=(0 ,0,… …,0,麗,班 、… …,2蕾 め
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(9)

(5)を 書 き 直 し,η=L*(1-A渤 一Lで 置 き換 え る と

丁串="十M*('謝 ∬,十 瑠*1り(1-A歪)一1(10>

と な る 。 こ の(10)を(6),(7)に 代 入 し て 整 理 す る 。

'登=TtE'*'十M*'げ ∬'(1-Al)一1Eノ*'

十114*翻*1斥(∫ 一A才)一1Eノ*F(11)

嬬*=TaE"*十M*'炉 ア(∫ 一AS)一IE配*'

十M*'窃*ハ 〔∫一Al)一'B"*「(12)

こ こ で 礎'結 が ス カ ラ ー で あ る こ と に 注 意 し,整 理 し な お す と,

(1一 』匠*∬'(1-Al)一'E'*戸)'鑓 一(M*君(1-A芽)一18ノ*「)協*

=賢E∫*律(13)

一(M*1∫('一A矛)一1E産*')礎 十(1-M*lx(∬ 一A才)一 監Eκ*P)'皇*

=Ta*E`*「(14)

こ の2式 を 連 立 方 程 式 とみ て ク レ イ マ ー の 公 式 で 解 く と2,,

T'"E'*「 一M*1"(1-A才)一`E'*7

蹄E此*'1-M*1"(1-A才)一'Ek*「(15)礁 =
ム

1-M*1ゴ(∫ 一.4ま)一'E'*'ηEノ*7

-M*∫ ∫(ノー14蛮)一'Ex*FπEκ*「(
16)'姦*=4

2).艀*は 輸入係数 ベク トルで,1≦i<25の 要素が 日本の各産業 の給人係数,26≦1≦50の 要素

が韓国の各産業の輸入係数であ る。またM'は1行50列 の横ベ ク トルなので,躍 零',σ一葡一1E'*'

は スカラー となるり

.

ー
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但 し,

1-M*∬ ゴ(∬一Aま)一'Eメ*諺 一M*ノ 陀(1一ど4才〉一'E'*圃
4=

一M*1'(∬一AT)一'E"*'1一 〃*∫ 此(∫一AS)一LE斥*」

こ れ ら の 結 果 を 戻 し て,

T*=T*十M*(礎 ∫ノ十 鵡*君)(ノ ー 電)一1

こ れ で,日 韓 の 産 業 毎 の 総 投 下 労 働 量 が 同 時 に 決 定 さ れ る 。

(375)31

(17)

(18)

3-2.推 計2

更 に付 加 価 値 項 目 の減 価 償 却 ベ ク トルを用 い て資 本 減 耗 コ ス トを計 算 し,総

投 下 労働 量 の計 算 を厳 密 にす る。 固 定 資 本 マ トリ ッ クス表 は韓 国 の 固 定資 本 マ

トリ ック ス表 が 入 手 で きな い の で,日 本 の 固定 資 本 マ トリ ック ス表で 代 用 した。

こ の場 合,資 本 減 耗 係 数 は3,,

・・'葺一議 。鵠 互
.(19・

∫

で 表 さ れ る 。 乙*ほ ゴ部 門 に お け る 減 価 償 却 引 当 額 ,あ 渇 は ゴ部 門 の 生 産 総 額

で あ る 。 丸 森 は 資 本 ス ト ッ ク 表 よ り求 め た ゴ部 門 に お け る ∫財 資 本 ス ト ッ ク

の 使 用 額 で あ る 。

こ の よ う に して 求 め た 資 本 ス ト ッ ク係 数 の マ ト リ ッ ク ス をP*と 表 記 す る 。

資 本 ス ト ッ ク を 考 慮 し減 価 償 却 費 用 を コ ス トと して 算 入 し た 場 合 の 総 投 下 労

働 量 を も と め る算 式,即 ち1.二国 の 総 投.ド 労 働 量 を 測 定 す る モ デ ル は 以 下 の 通 り

で あ る 。

T*=T*(Al+o*)+M*(礎 ア+脇*∫ り+乙*(20)

'二野=7「*.E,*'(21)

'姦*=τ*・E"*".(22)

罰 拙稿 「総投 下労働 景 ・所 得率と経済発展」1経 済論叢」第150巻 第4号 における資本 ス ト.ック減

耗額の算出方法 も木論文の方法 と同 じで ある。上浦の論文に於いては本稿 の〔1}(3)及 び 〔玉田式

に対応する式に校正 ミスが ある。 これ らはあ くまで校止 ミスであ り,特 に資本.スト・・ク減耗額の

算出方法に誤 りはない。興味 のあ る読者 は参考文献 〔1口 末尾 のプログラムを参照 されたい。
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以下 の計 算 は推 計.1に 準 じ る。

IV結 果4}

4-1.推 計1の 結 果 が 推 計2よ り以 下 の 回帰 分 析 に於 て 良い た め に以 下で は推

計1の 結 果 を グ ラ フ に して 示 す 。 ・

図1総 投下労働量 日本 ・韓国1985年
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1985年 の 日本 は所 得 率 に 於 て は1985年 の韓 国,1975年 の 日本 よ り高 くな って

い る。 総 投 下 労 働 量 は 他 の 国,年 度 よ り低 い。

1975年 の 日本 と1985年 の 韓 国 は総 投 下労 働 量,所 得 率 ど ち らの 指 標 で み て も

大 変 類 似 した 結 果 を示 して い る 。

1975年 の韓 国 は所 得 率,総 投 ド労働 重 いず れ の指 標 で み て も遅 れ て い る。

4)本 節 で γ,Tと 表記 され てい るのは前 節お よび後節で ジ,〆 と表記されてい るものに他 なら

ない。通常 の計量経済学の表記方法にの っとり大文字 でかつ添字 のない表記 にした。かつ 〔)

の中の値は`値 で ある。

」
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図2総 投下労働量 日本 ・韓国1975年
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図3直 接 的 労働 力 の付 加 価 値 生 産 性(或 い は 所 得 率)
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注 二1995年の 日本の石油精練石炭加工産業の労働 の付加価値生産性をoと して描い た。
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4-2.総 投下労働■ と所得率の逆数

所 得 率 の 逆 数 を 総投 下 労働 量 で 回帰 させ た結 果 は以 下 の 通 りで あ る。

日韓

・985}一 一 ・…4+・ ・22・… 一 …8・ 一49(23)

(0.442)(12,85)

日本

・985÷ 一一 …297+・ ・693・ 測 一・・6・ 一25(24>

(2.88)(14.3)

韓 国

198`圭 一欄 ・罵 　 965-24…

で あ る。

更 に同様 の 関係 を1975年 で 見 て み る と,

日韓

・97・ ÷ 一 一 …358+・ ・2・6… 一 ・… 　 49(・6)

(⑪.244)(10.72)

日本

・975}一 一 …943+…7・ … 一 ・・82・ 一25(・7)

(2.40)(10.09)

韓 国

・疹75}一一 …59+・ 蜥 脚52・ 一…28)

(4.89)(0.78)

1975年1985年 共 に 円本 の 回 帰分 析 の結 果 が 良 い。 韓 国 の そ れ が 比較 的悪 い為 に

日韓 国際 間の 結 果 は 日本 の み と韓 国 のみ と の結 果 の 中間 とな って い る。 しか し

これ で 日韓 とい う国 際 間 で も この.ような分 析 が 意 味 を持 ち,総 投 下労 働 量 と所

得 率 が線 形 に逆 数 関 係 に あ る こ とが示 され た 。



日韓接続産業連関分析 (379)35

図4総 投 下労働量 と労働の付加価値生産性の逆数の散布 図1985年 日本韓国接続
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図5総 投下労働量 と労働の付 加価値 生産性 の逆数 の散布 図1975年 日本韓国接続
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4-3.総 投下労働量によ る生産性 と付 加価値生産性

1985年 は 日本 と韓 国 の20.石 油 石 炭 加:1産 業 及 び21.電 気 ガ ス水 道 が 所 得 率

(付 加 価 値 生 産 性)が 高 く異 常 値 と な る。 こ れ ら の 産 業 と 韓 国 の 分 類 不 明

(デ ー タ不.足)を 除 去 した結 果 は 以上 で あ る。

日韓

・98・ ・〒 一…4+…76÷ ・2一　 一45・29)

、

〔0,558)(16,63)

一 方1975年 で は 日本 と韓国 の第20部 門 石 油 石 炭 産 業 を 除去 した 結 果 が 次 の 通 り

で あ る。

日韓

・975・ 一一 ・734+・ 吋 μ 一 ・・6・ 〒47...(・ ・)

(0.255)(11.91)

つ ま り,一 国 の場 合で も異 常 値 とな る石 油 石 炭加 工 産業 や 電 気 ガ ス水 道 は国 際

図6総 労働生 産性 と労働 の付加価値生産性の散布図 豊985年口才韓 国接続
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総労働生産性 と労働の棚 晒 値 生産性 の散布 画1985年 日本韓国接 続
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間 で も除去 せ ざ る を得 な い が,こ れ らを 除去 す る とそ の他 の産 業 の 間 に は付 加

価 値 生 産 性 が 総 投 下 労働 量 で計 った総 労 働 生 産 性 で 説 明 され る とい う関係 が あ

る 。又,こ の関 係 は 日本 韓 国 そ れ ぞれ の一 国内 で もあ るが,日 韓 の 国際 間で も

認 め られ る。

V搾 取の定義

5-1.レ ーマーの搾取の定義

レー マ ー の不 等 価 交換 の 意 味で 搾 取 され てい る と は,そ の産 業 分 野 が 支 出 し

た 労働 で 産 み 出 した 付 加 価 値 で どの よ うに商 品 を購 入 して も支 出 した労 働 以 上

の 労働 を体 現 してい る商 品 を購 入 す る こ とがで きな い とい う状 態で あ る。即 ち,

T*=五*(」 一A*)　 1(31)

で あ る とき に ゴ部 門 が レー マ ー の不 等 価 交 換 の意 味 で搾 取 さ れ て い る とは,

'ノド〉〃αノ・'濫ax(32)

が成 り立 つ こ とで あ る。 言 い換 え れ ば,

塩 く藩 一歩(33)

が な り立 つ こ とで あ る。 つ ま り,自 分 の 部 門 の所 得 率(付 加 価 値 生 産 性)5コが

低 い 程,あ る い は 総 投 下 労 働 量 の 最大 値(1985年 の 場 合 は韓 国 の 農 業0.251

人 ・年/1000米 ドル,ユ975年 は 韓 国 の農 業 のO.897人 ・年/1000米 ドル)が 低

い ほ ど搾 取 され る 産 業 は 多 く な る。1975年 か ら1985年 に か け て韓 国 農 業 は 約

3,6倍 の労 働 生 産性 の上 昇 を実 現 して い る。 これ に比 べ て,他 の産 業 の付 加 価

5)所 得率 とは産業が生み 出 した総付加価値額(倣 掌)を そ の産業の白:接的労働力(そ の産業の総

就業者数N)で 除 した もので ある。 今 ゴ産業の 物的な総生 産量を 渇 とすれ ばその総生産額 は

ρ∫・断 となる。ゴ産業の所得 率を ザ で表す と,

阻 ア

ザー騨 一笠 一響 ピ

葛 ・渇

総就業者数 押 とは と りも直 さず 直接的労働畳 のこ となので,所 得率 とは直接的労働力 の付加

価値生産性 に他 ならない。
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値 生 産 性 の上 昇 は,鉄 鋼 で ユ9.9倍,繊 維 糸 で4.7倍 と農 業 の労 働 生 産性 の 上 昇

を上 回 って い る。 よ って搾 取 さ れ て い る とい う産 業 は 減 少す る 。

レー マ ー の不 等 価 交 換 の意 味 で 搾 取 して い る とは,自 らが産 み 出 した 付 加 価

値 で 商 品 を購 入 した と きに,ど の よ うに商 品 を購 入 しよ う と も商 品 に体 現 され

る総投 下 労働 量 が 先 に支 出 され た 労 働 量 を 上 回 る とい う状 態 で あ る。 第j部 門

が搾 取 して い る とは

'芦く〃σノ9'孟ln(34)

あ るい は

嬬。<」L⊥(35)**裂σ
∫ 豹

が 成 り立 つ こ とで あ る。 自 らの部 門 の所 得 率 が 高 い ほ ど搾 取 して い る産 業 に成

りや す い。 また 総投 下労 働 量 の最 小 値 が 大 きい ほ ど搾 取 す る産 業 は 多 くな る。

搾 取 す る産 業 を決 め る投 下 労 働 量 の 最 小 値 は1975年 が 日本 の電 気 ガ ス水 道 産 業

(0.066人 ・年/1000米 ドル),1985年 が 日本 の 電 気 ガ ス水 道 産業 〔D.023人 ・年

/1000米 ドル)で あ る。 これ を 基 準 に所 得 率 の逆 数 が これ よ り小 さ けれ ば搾 取

す る 産 業 と分 類 さ れ る。 搾 取 す る産 業 即 ち1975年 で 所 得 率 が15」5米 ドル/

人 ・年 よ り大 きい 産 業 は韓 国 でrつ,日 本 で五 つ の産 業 と な る。 一 方1985年 に

42.0米 ドル/人 ・年 を越 え るの は 韓 国 で2産 業,日 本 で3産 業 とな る。 電気 ガ

ス水 道 の 労働 生 産 性 は この 間2.9倍 に上 昇 して お りこれ は所 得 率 の上 昇(例 え

ば 日本 の化 学 産 業 で 約2倍)を 上 回 って い るbこ れ で 日本 の 化 学 産 業 は1985年

に は搾 取 して い る 産 業 に は分 類 され な くな っ てい る。

この よ うに レー マ ー の 定義 は総 投 下労 働 量 の最 大 値 あ るい は最 小 値 とな る産

業 の 総 投 下 労働 量 で計 った 生産 性 と各 々 の産 業 の 所 得 率 の大 小 に依 存 す る。

以 下 レー マ ー の 定義 に よ る分 類 を示 す 。

5-2.交 換 にお ける不利,有 利

さて 以 下 で は よ り単 純 に 不利 な交 換 を して い るか 否 か で分 類 す る。 自 らの 総
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投下労働量 と所得率を比較 して総投下労働量が所得率の逆数より大きい時は有

利,小 さいときは不利 と称する。即ち有利な産業とは自らの労働で産み出した

所得で自らの生産物を購入 したとき自らが支出した直接的労働量より多くの労

働を購.入で きる産業である。有利とは

'声〉蓬 一⊥(36)ネ ホηα
ノ 〃ノ

がなり立つ産業 」である。

逆に不利とは

'野・..'声
。一 当(37>

衝びα」

とな る産 業 分 野jで あ る。 これ ら の産 業 で は 自 らが 支 出 した労 働 で 産 み 出 した

所 得 で 自 らの 部 門 の生 産 物 を購 入 した と考 え る と,購 入 した生 産 物 に含 まれ る

総投 下 労働 量 は支 出 した労 働 量 よ りも少 な い 。即 ち これ ら の産 業 で は直接 的労

働 の付 加 価 値 生 産 性 は低 い 。

.こ の定 義 で の分 類 は 以 下 の通 りで あ る。 日本 の1985年 で は不 利 とな る産 業 が

11,韓 国 で は14産 業 で あ る。1975年 で は 口本 で 不利 とな る産業 が.12産 業 ,韓 国

で は16産 業 で あ った。1975年 か ら1985で 不 利 とな る産業 の数 は減 少 して い る。

結 論

ω 一ヶ国の産業間で定義された不等価交換の意味での搾取の概念が国際間

で も定義できる。

(の 一 ヶ国内で示された労働の付加価値生産性と総投下労働量の関係が国際

間で も成立する。

以上が日本一国の産業間のみならず日本と韓国の国際.間で も成立する。

(iiL>日本と韓国の間の不等労働量交換について言えば,日 本が韓国を搾取し

ている,と いう仮説は成立 しなかった。その代わり,日 本と韓国の独 占産

業(石 油精練石炭加工,電 気水道ガス)等 が他の産業を搾取 しているとい
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表3部 門統合表

1975 1985

.....一..

「.....

1.鉄 鋼 116,117 137-143

2.非 鉄 金 属 119 144-150

3.金 属 二 次 118120一 ユ23
7

151～157

4.一 般 機 械 124-130 158-173

5.電 気 電 子 機 械 131-136 174-188

6.自 動 車 139-140 .194-196

7.そ の他 輸 送 機 械 137.138,141～143 189-193,197-200

8.精 密 機 械 144～146 201-204

9,建 設 土 木 151-154 217-225

10.食 品 加 工 53～73 37-61

ユ1.繊 維 糸` 74-76 62-65

ユ2.繊 維 織 物 ・皮 革 77-84 66-78

13.窯 業 110-115 127～136

14.木 材 ・木 材 加 τ 85～89 79-84

15.紙 ・ 印 刷 90一 一92 85～92

16.化 学 ・ ゴ ム 93-102,105-109 93～97,100一 ユ22,124-126

17.そ の 他 製 造 業 147 205一 一209

18.農 林 水 産 業 1～35 1～28

19.鉱 業 38-52 29-36

20.石 油 石 炭 加 工 103,104,36.37 98～99.123

21.電 力 ・ガ ス ・水 道 148一 一150 210-216

22,商 業. 155 226-227

23.運 輸 ・通 信 ・倉 庫 157-163 230-239

金融 ・保 険 不 動 産24
. ・そ の 他 サ ー ビ ス 156,ユ64-169 228～229.240-271

25.分 類 不 明 170一 ユ72 272-274

部門分類表 の表記 は統一性 を欠 くが,164-169の 意味 する ところは164部 門か ら169部 門 まで

を加えた とい う意味で ある。
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う関係が明らかになった。 しかし,.このことは必ず しもこの産業に所属す

る従業員が他の産業や部門を搾取 している,と 同義ではない。石油産業等

の賃金は決 して高 くはない。明らかなのはこれらの産業は産業全体として

他の産業をレーマーの定義において搾取 し他の産業に対して有利な交換を

しているとい うことである。産業全体が高い所得を挙げていてもそれを従

業員には分配 しない,そ れも独占,寡 占企業の姿であろう。

日本 の雇用表は 日経 ニー ズ付 属の雇用表(84部 門表)を 総務 庁刊 の接続 産業連 関表

付属 の雇用表(175部 門〉あ るいは(179部 門)で 修正 して用いた。 韓国の雇用表 ほ

韓国銀行刊 の産業連 関表の付属の雇用表 を用いた。

デ ー タ 出所

ア ジ ア経 済研 究所 刊LinkInputOutputTablesJapanandKorea1975

LinkInputOutputTablesJapanandKorea1985

総務 庁 昭 和50-55-60年 接 続 産 業 連 関表 付属 雇 用 表

日日和55-60一 平成2年 接 続 産 業 連 関 表 付 属 雇 用 表(ユ79部 門表)

日経 ニ ー ズ 接 続 産 業 連 関 表雇 用 表(84部 門表)

韓 国 銀 行1975-1980-1985年 接 続 産 業 連 関 表

日経 ニ ーズ1980年 固定 資 本 マ トリ ック ス 〔85部門 表)
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